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(57)【要約】
【課題】気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用することで、その摩擦抵抗低減効
果を高めることができ、防汚性に優れる防汚塗膜が得られる防汚塗料組成物を提供するこ
と。更に、前記防汚塗料組成物を使用した防汚塗膜、防汚塗膜付き基材及びその製造方法
、並びに船舶を提供すること。
【解決手段】ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）を含有する
防汚塗料組成物であり、該ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ
）が、（ｉ）加水分解性基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位、及び（ii）ポリオル
ガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を有し、該防汚塗料組成
物のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度をＶａ、該防汚塗料組成物の極限粘
度をＶｂとしたとき、下記式を満たすことを特徴とする、防汚塗料組成物。
　　　Ｖａ／Ｖｂ≧１５．０
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）を含有する防汚塗料組
成物であり、
　該ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）が、（ｉ）加水分解
性基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位、及び（ii）ポリオルガノシロキサンブロッ
ク含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を有し、
　該防汚塗料組成物のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度をＶａ、該防汚塗
料組成物の極限粘度をＶｂとしたとき、下記式を満たすことを特徴とする、
　防汚塗料組成物。
　Ｖａ／Ｖｂ≧１５．０
【請求項２】
　前記加水分解性基含有単量体（ａ１）が、下記式（１－１）で表される単量体（ａ１１
）を含有する、請求項１に記載の防汚塗料組成物。

【化１】

（式（１－１）中、Ｒ１１は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４は
それぞれ独立に、一価の炭化水素基を示す。）
【請求項３】
　前記加水分解性基含有単量体（ａ１）が、下記式（１－２）で表される単量体（ａ１２
）及び下記式（１－３）で表される単量体（ａ１３）の少なくとも１つを含有する、請求
項１又は２に記載の防汚塗料組成物。
【化２】

（式（１－２）中、Ｒ２１はそれぞれ独立に、末端エチレン性不飽和基を含有する一価の
基を示し、Ｍは金属を示す。）

【化３】

（式（１－３）中、Ｒ３１は末端エチレン性不飽和基を含有する一価の基を示し、Ｒ３２

は末端エチレン性不飽和基を含有しない炭素数１以上３０以下の一価の有機基を示し、Ｍ
は金属を示す。）
【請求項４】
　前記ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）が下記式（２）で表される、
請求項１～３のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
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【化４】

（式（２）中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に、一価の炭化水素基を表し、Ｘはそ
れぞれ独立に、（メタ）アクリロイルオキシアルキル基又はメルカプトアルキル基を表し
、ｍは１以上、ｎは０以上であり、ｐ及びｑはそれぞれ独立に０又は１であり、ｎ＋ｐ＋
ｑは１以上である。）
【請求項５】
　前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）が、ポリオルガノ
シロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を１質量％以上５０質量％以
下含有する、請求項１～４のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
【請求項６】
　防汚塗料組成物の固形分中、前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重
合体（Ａ）を１０質量％以上含有する、請求項１～５のいずれかに記載の防汚塗料組成物
。
【請求項７】
　防汚塗料組成物の固形分中、前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重
合体（Ａ）を５０質量％以上含有する、請求項１～５のいずれかに記載の防汚塗料組成物
。
【請求項８】
　更に、防汚剤（Ｂ）を含有する、請求項１～７のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
【請求項９】
　前記Ｖａが５Ｐａ・ｓ以上２００Ｐａ・ｓ以下である、請求項１～８のいずれかに記載
の防汚塗料組成物。
【請求項１０】
　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦抵
抗低減船舶に用いられる、請求項１～９のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の防汚塗料組成物から形成された防汚塗膜。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の防汚塗膜で被覆された防汚塗膜付き基材。
【請求項１３】
　前記基材が、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利
用する摩擦抵抗低減船舶である、請求項１２に記載の防汚塗膜付き基材。
【請求項１４】
　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦抵
抗低減船舶に用いられる防汚塗膜であり、請求項１～１０のいずれかに記載の防汚塗料組
成物から形成され、１ｍ／ｓ以上の動的水流下で７日以上エイジングされた防汚塗膜。
【請求項１５】
　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦抵
抗低減船舶であり、船舶外板の没水面の少なくとも一部が請求項１１に記載の防汚塗膜で
被覆されていることを特徴とする船舶。
【請求項１６】
　請求項１～１０のいずれかに記載の防汚塗料組成物を基材に塗布又は含浸し、塗布体又
は含浸体を得る工程（Ｉ）、及び
　前記塗布体又は含浸体を乾燥する工程（II）を有する、
　防汚塗膜付き基材の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、防汚塗料組成物、これを用いた、防汚塗膜、防汚塗膜付き基材及びその製造
方法、並びに船舶に関する。
【背景技術】
【０００２】
　航行する船舶には、波の発生による造波抵抗、船底の形状に起因する圧力形状抵抗や水
の粘性による摩擦抵抗（水流摩擦抵抗）が作用する。中でも摩擦抵抗は船体に作用する全
抵抗の６０％～８０％を占めており、省エネルギーのために摩擦抵抗の低減が切望されて
いる。上記水流摩擦抵抗の低減方法としては、船底に気体を供給する方法（気体潤滑法）
や海水などの流体中にポリマーを添加する方法（トムズ効果を利用する方法）等が提案、
研究されており、前者については、船舶への実用化が進められている。
　一方、船底の表面は、一般に水生生物の付着を防止するための防汚塗膜で被覆される。
この防汚塗膜を上記気体潤滑法に適したものとすることで、その摩擦抵抗低減効果を高め
るための方法が考案されており、例えば特許文献１には、静的水中気泡接触角及び水中気
泡転がり（滑り）角が特定の範囲にある塗膜などが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１４／０８４３２４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記特許文献１に開示された防汚塗料組成物は、反応硬化型オルガノポリシロ
キサンを含有するため、塗膜を形成するための施工が煩雑であるという課題があり、また
、更に高い摩擦抵抗低減効果を有する防汚塗料組成物が求められていた。
　本発明は、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用することで、その摩擦抵抗低
減効果を高めることができ、防汚性に優れる防汚塗膜が得られる防汚塗料組成物を提供す
ることを目的とする。更に、本発明は、前記防汚塗料組成物を使用した防汚塗膜、防汚塗
膜付き基材及びその製造方法、並びに船舶を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らが鋭意検討した結果、以下に示す防汚塗料組成物を用いることで上記課題を
解決できることを見出し、本発明を完成させるに至った。
　本発明の要旨は以下の通りである。
【０００６】
　本発明は、以下の〔１〕～〔１６〕に関する。
　〔１〕　ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）を含有する防
汚塗料組成物であり、該ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）
が、（ｉ）加水分解性基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位、及び（ii）ポリオルガ
ノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を有し、該防汚塗料組成物
のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度をＶａ、該防汚塗料組成物の極限粘度
をＶｂとしたとき、下記式を満たすことを特徴とする、防汚塗料組成物。
　Ｖａ／Ｖｂ≧１５．０
　〔２〕　前記加水分解性基含有単量体（ａ１）が、下記式（１－１）で表される単量体
（ａ１１）を含有する、〔１〕に記載の防汚塗料組成物。
【０００７】
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【化１】

（式（１－１）中、Ｒ１１は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４は
それぞれ独立に、一価の炭化水素基を示す。）
【０００８】
　〔３〕　前記加水分解性基含有単量体（ａ１）が、下記式（１－２）で表される単量体
（ａ１２）及び下記式（１－３）で表される単量体（ａ１３）の少なくとも１つを含有す
る、〔１〕又は〔２〕に記載の防汚塗料組成物。
【０００９】
【化２】

（式（１－２）中、Ｒ２１はそれぞれ独立に、末端エチレン性不飽和基を含有する一価の
基を示し、Ｍは金属を示す。）
【００１０】
【化３】

（式（１－３）中、Ｒ３１は末端エチレン性不飽和基を含有する一価の基を示し、Ｒ３２

は末端エチレン性不飽和基を含有しない炭素数１以上３０以下の一価の有機基を示し、Ｍ
は金属を示す。）
【００１１】
　〔４〕　前記ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）が下記式（２）で表
される、〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
【００１２】
【化４】

（式（２）中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に、一価の炭化水素基を表し、Ｘはそ
れぞれ独立に、（メタ）アクリロイルオキシアルキル基又はメルカプトアルキル基を表し
、ｍは１以上、ｎは０以上であり、ｐ及びｑはそれぞれ独立に０又は１であり、ｎ＋ｐ＋
ｑは１以上である。）
【００１３】
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　〔５〕　前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）が、ポリ
オルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を１質量％以上５０
質量％以下含有する、〔１〕～〔４〕のいずれかに記載の防汚塗料組成物。
　〔６〕　防汚塗料組成物の固形分中、前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分
解性共重合体（Ａ）を１０質量％以上含有する、〔１〕～〔５〕のいずれかに記載の防汚
塗料組成物。
　〔７〕　防汚塗料組成物の固形分中、前記ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分
解性共重合体（Ａ）を５０質量％以上含有する、〔１〕～〔５〕のいずれかに記載の防汚
塗料組成物。
　〔８〕　更に、防汚剤（Ｂ）を含有する、〔１〕～〔７〕のいずれかに記載の防汚塗料
組成物。
　〔９〕　前記Ｖａが５Ｐａ・ｓ以上２００Ｐａ・ｓ以下である、〔１〕～〔８〕のいず
れかに記載の防汚塗料組成物。
　〔１０〕　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用
する摩擦抵抗低減船舶に用いられる、〔１〕～〔９〕のいずれかに記載の防汚塗料組成物
。
　〔１１〕　〔１〕～〔１０〕のいずれかに記載の防汚塗料組成物から形成された防汚塗
膜。
　〔１２〕　〔１１〕に記載の防汚塗膜で被覆された防汚塗膜付き基材。
　〔１３〕　前記基材が、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤
滑機能を利用する摩擦抵抗低減船舶である、〔１２〕に記載の防汚塗膜付き基材。
　〔１４〕　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用
する摩擦抵抗低減船舶に用いられる防汚塗膜であり、〔１〕～〔１０〕のいずれかに記載
の防汚塗料組成物から形成され、１ｍ／ｓ以上の動的水流下で７日以上エイジングされた
防汚塗膜。
　〔１５〕　水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用
する摩擦抵抗低減船舶であり、船舶外板の没水面の少なくとも一部が〔１１〕に記載の防
汚塗膜で被覆されていることを特徴とする船舶。
　〔１６〕　〔１〕～〔１０〕のいずれかに記載の防汚塗料組成物を基材に塗布又は含浸
し、塗布体又は含浸体を得る工程（Ｉ）、及び前記塗布体又は含浸体を乾燥する工程（II
）を有する、防汚塗膜付き基材の製造方法。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用することで、その摩擦
抵抗低減効果を高めることができ、防汚性に優れる防汚塗膜が得られる防汚塗料組成物を
提供することができる。更に、本発明は、前記防汚塗料組成物を使用した防汚塗膜、防汚
塗膜付き基材及びその製造方法、並びに船舶を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明に係る防汚塗料組成物、防汚塗膜、防汚塗膜付き基材及びその製造方法、
並びに船舶について詳細に説明する。
　なお、以下の説明において、「（メタ）アクリロイル」、「（メタ）アクリル酸」及び
「（メタ）アクリレート」は、それぞれ「アクリロイル又はメタクリロイル」、「アクリ
ル酸又はメタクリル酸」、及び「アクリレート又はメタクリレート」を意味する。
［防汚塗料組成物］
　本発明の防汚塗料組成物（以下、単に「塗料組成物」ともいう。）は、ポリオルガノシ
ロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）を含有し、該ポリオルガノシロキサンブ
ロック含有加水分解性共重合体（Ａ）が、（ｉ）加水分解性基含有単量体（ａ１）に由来
する構成単位、及び（ii）ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来す
る構成単位を有し、該防汚塗料組成物のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度
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をＶａ、該防汚塗料組成物の極限粘度をＶｂとしたとき、下記式を満たすことを特徴とす
る。
　Ｖａ／Ｖｂ≧１５．０
【００１６】
　本発明によれば、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用することで、その摩擦
抵抗低減効果を高めることができ、更に、防汚性にも優れる防汚塗膜が得られる防汚塗料
組成物を提供することができる。
　本発明者等が鋭意検討した結果、ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重
合体（Ａ）を用いることで、予期せぬことに気体を効率的に防汚塗膜表面に付着させるこ
とができ、気体潤滑による摩擦抵抗低減効果を高められることを見出し、本発明を完成す
るに至った。また、本発明の防汚塗料組成物によれば、防汚塗膜が優れた防汚性能を発揮
することで、水生生物の付着による摩擦抵抗低減効果の低減を防ぎ、また、防汚塗膜の表
面を適切なマクロ凹凸面に安定してコントロールすることができ、摩擦抵抗低減効果をよ
り効果的に享受することができる。
【００１７】
　上記効果を得られる詳細な作用機序は必ずしも明らかではないが、一部は以下のように
推定される。すなわち、防汚塗料組成物中のポリオルガノシロキサンブロック含有加水分
解性共重合体（Ａ）は、塗料組成物より形成された防汚塗膜が、水中で表層から加水分解
性基の特性により表面から親水化して研掃される際に、水中に溶け出しにくい疎水性のポ
リオルガノシロキサンを最表層に濃縮するか、又は気体を捉えやすい形状を形成すること
で、防汚塗膜表面と接触する気体との付着力が高められ、結果として気体の潤滑効果が高
められたものと推定される。また、この表層からの塗膜研掃により防汚塗膜への水生生物
の付着を防止し、水生生物の付着により気体潤滑効果が低下することを防ぐ面も実用的な
効果に寄与する。
【００１８】
　更に、本発明では、防汚塗料組成物のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度
をＶａ、防汚塗料組成物の極限粘度をＶｂとしたとき、Ｖａ／Ｖｂが１５．０以上である
ことを特徴とする。このように、Ｖａ／Ｖｂを特定の範囲とすることにより、形成される
塗膜の表面形状が気体潤滑機能の向上に寄与し、優れた気体潤滑効果が得られたと推定さ
れる。
　以下、本発明の防汚塗料組成物が含有する各成分について詳述する。
【００１９】
＜ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）＞
　本発明の防汚塗料組成物は、ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体
（Ａ）を含有する。
　本発明において、ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）（以
下、単に加水分解性共重合体（Ａ）ともいう。）は、（ｉ）加水分解性基含有単量体（ａ
１）に由来する構成単位、及び（ii）ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２
）に由来する構成単位を有する。また、加水分解性共重合体（Ａ）は、任意に（iii）そ
の他の単量体（ａ３）に由来する構成単位を有し、（iii）その他の単量体（ａ３）に由
来する構成単位を有することが好ましい。
　なお、本発明において、「Ａに由来する構成単位を有する共重合体」とは、Ａが重合反
応又は連鎖移動により導入された共重合体を意味する。従って、例えばポリオルガノシロ
キサンブロック含有単量体（ａ２）がメルカプト基を有する場合には、ラジカル重合末端
が－ＳＨのＨを引き抜き、生成した－Ｓ・（Ｓラジカル）が重合を開始する形で加水分解
性共重合体に導入されるが、このような場合にも、加水分解性共重合体（Ａ）は、ポリオ
ルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を有するものである。
　以下、各構成単位について説明する。
【００２０】
〔（ｉ）加水分解性基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位〕
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　ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）は、（ｉ）加水分解性
基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位を有する。
　加水分解性基含有単量体（ａ１）としては、シリルエステル基含有単量体又は金属エス
テル基含有単量体が好ましく例示され、金属エステル基含有単量体がより好ましい。
　加水分解性共重合体（Ａ）中の加水分解性基含有単量体（ａ１）に由来する構成単位の
含有量は、加水分解性共重合体（Ａ）の全構成単位を１００質量部としたとき、好ましく
は３質量部以上８０質量部以下、より好ましくは５質量部以上７０質量部以下である。
【００２１】
（シリルエステル基含有単量体）
　加水分解性基含有単量体（ａ１）として、下記式（１－１）で表されるシリルエステル
基含有単量体（ａ１１）を含有することが好ましい。
【００２２】
【化５】

（式（１－１）中、Ｒ１１は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４は
それぞれ独立に、一価の炭化水素基を示す。）
【００２３】
　式（１－１）中、Ｒ１１は水素原子又はメチル基を示し、防汚塗膜の長期防汚性及び耐
水性を良好とする観点から、好ましくはメチル基である。
　式（１－１）中、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４はそれぞれ独立に一価の炭化水素基を示し
、このような炭化水素基としては直鎖状、分岐鎖状、又は環状のアルキル基、及びアリー
ル基などが挙げられる。前記アルキル基は、炭素数が好ましくは１以上１２以下、より好
ましくは１以上８以下、更に好ましくは１以上４以下である。また、前記アリール基は、
炭素数が好ましくは６以上１４以下、より好ましくは６以上１０以下である。防汚塗膜に
適度な加水分解性を付与して長期の防汚性及び耐水性を良好とする観点から、Ｒ１２～Ｒ
１４は、イソプロピル基、ｎ－プロピル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｎ－ブチル基、フェニル
基から選ばれることが好ましく、Ｒ１２～Ｒ１４の全てがイソプロピル基であることがよ
り好ましい。
　すなわち、シリルエステル基含有単量体としては、トリイソプロピルシリル（メタ）ア
クリレートが特に好ましく、トリイソプロピルシリルメタクリレートが最も好ましい。
【００２４】
　加水分解性共重合体（Ａ）が、単量体（ａ１１）に由来する構成単位を有する場合、全
構成単位１００質量部に対する単量体（ａ１１）に由来する構成単位の量は、防汚塗膜の
耐水性を良好とする観点から、好ましくは１０質量部以上９０質量部以下、より好ましく
は４０質量部以上８０質量部以下、更に好ましくは４５質量部以上７０質量部以下、より
更に好ましくは４５質量部以上６５質量部以下である。
　なお、加水分解性共重合体（Ａ）中の各単量体等に由来する構成単位の各含有量（質量
）の比率は、重合反応に用いる前記各単量体等（反応原料）の仕込み量（質量）の比率と
同じものとしてみなすことができる。
【００２５】
（金属エステル基含有単量体）
　本発明において、加水分解性基含有単量体（ａ１）は、金属エステル基含有単量体を含
有することが好ましく、金属エステル基含有単量体が、下記式（１－２）で表される単量
体（ａ１２）及び下記式（１－３）で表される単量体（ａ１３）の少なくとも１つを含有
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することが好ましい。
【００２６】
【化６】

（式（１－２）中、Ｒ２１はそれぞれ独立に、末端エチレン性不飽和基を含有する一価の
基を示し、Ｍは金属を示す。）
【００２７】
　金属エステル基を構成する金属としては、例えば、マグネシウム、カルシウム、ネオジ
ム、チタン、ジルコニウム、鉄、ルテニウム、コバルト、ニッケル、銅、亜鉛、及びアル
ミニウム等が挙げられる。
　式（１－２）中、Ｍは二価の金属であり、上述した金属の中から、二価金属を適宜選択
して用いることができる。これらの中でも、ニッケル、銅、及び亜鉛等の第１０～１２族
の金属が好ましく、銅、及び亜鉛がより好ましく、亜鉛が更に好ましい。
【００２８】
　式（１－２）中、Ｒ２１は、末端エチレン性不飽和基（ＣＨ２＝Ｃ＜）を含有する一価
の基を示し、Ｒ２１の炭素数は、好ましくは２以上５０以下、より好ましくは２以上３０
以下、更に好ましくは２以上１０以下、より更に好ましくは２以上６以下である。Ｒ２１

は、末端エチレン性不飽和基を有していればよく、末端以外にエチレン性不飽和基を有し
ていてもよいが、末端のみにエチレン性不飽和基を有していることがより好ましい。
　Ｒ２１としては、末端エチレン性不飽和基を含有する不飽和脂肪族炭化水素基であるこ
とが好ましく、前記不飽和脂肪族炭化水素基は、炭素鎖内にエステル結合、アミド結合、
エーテル結合を有していてもよい。Ｒ２１として具体的には、アクリル酸（２－プロペン
酸）、メタクリル酸（２－メチル－２－プロペン酸）、３－ブテン酸、４－ペンテン酸、
１０－ウンデセン酸、３－（メタ）アクリロイルオキシプロピオン酸、３－（メタ）アク
リロイルオキシ－２－メチルプロピオン酸等の末端エチレン性不飽和基を有する脂肪族不
飽和モノカルボン酸から、カルボキシ基を除いた基が例示される。また、イタコン酸等の
末端エチレン性不飽和基を含有する脂肪族不飽和ジカルボン酸から、１つのカルボキシ基
を除いた基が例示される。
　これらの中でも、Ｒ２１としては、末端エチレン性不飽和基を含有する脂肪族不飽和モ
ノカルボン酸からカルボキシ基を除いた基であることが好ましく、アクリル酸、メタクリ
ル酸、（メタ）アクリロイルオキシアルキルカルボン酸からカルボキシ基を除いた基であ
ることがより好ましく、アクリル酸、メタクリル酸からカルボキシ基を除いた基であるこ
とが更に好ましい。
　このような単量体（ａ１２）は、下記式（１－２’）で表される単量体（ａ１２’）で
あることが好ましい。
【００２９】
【化７】
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（式（１－２’）中、Ｒ２２はそれぞれ独立に、水素原子又はメチル基を示し、Ｍは銅又
は亜鉛を示す。）
【００３０】
　式（１－２）で表される単量体（ａ１２）としては、ジアクリル酸亜鉛、ジメタクリル
酸亜鉛、アクリル酸（メタクリル酸）亜鉛、ジ（３－アクリロイルオキシプロピオン酸）
亜鉛、ジ（３－メタクリロイルオキシプロピオン酸）亜鉛、ジ（３－（メタ）アクリロイ
ルオキシ－２－メチルプロピオン酸）亜鉛、ジアクリル酸銅、ジメタクリル酸銅、アクリ
ル酸（メタクリル酸）銅、ジ（３－アクリロイルオキシプロピオン酸）銅、ジ（３－メタ
クリロイルオキシプロピオン酸）銅、ジ（３－（メタ）アクリロイルオキシ－２－メチル
プロピオン酸）銅が例示される。
【００３１】
【化８】

（式（１－３）中、Ｒ３１は末端エチレン性不飽和基を含有する一価の基を示し、Ｒ３２

は末端エチレン性不飽和基を含有しない炭素数１以上３０以下の一価の有機基を示し、Ｍ
は金属を示す。）
【００３２】
　式（１－３）中、Ｍは金属を表し、式（１－２）におけるＭと同様の金属が例示され、
好ましい態様も同様である。
　式（１－３）中、Ｒ３１は末端エチレン性不飽和基を含有する一価の基を示す。Ｒ３１

としては、式（１－２）におけるＲ２１と同様の基が例示され、好ましい態様も同様であ
る。
　式（１－３）中、Ｒ３２は、末端エチレン性不飽和基を含有しない炭素数１以上３０以
下の一価の有機基を示す。Ｒ３２としては、末端エチレン性不飽和基を含有しない、炭素
数１以上３０以下の脂肪族炭化水素基、炭素数３以上３０以下の脂環式炭化水素基、炭素
数６以上３０以下の芳香族炭化水素基が例示される。これらの基は、置換基を有していて
もよい。該置換基としては、水酸基が例示される。
　前記脂肪族炭化水素基は、直鎖状、分岐状のいずれでもよく、また、飽和脂肪族炭化水
素基でも、不飽和脂肪族炭化水素基でもよい。なお、Ｒ３２が不飽和脂肪族炭化水素基で
あるとき、Ｒ３２は末端エチレン性不飽和基を含有しない。該脂肪族炭化水素基の炭素数
は、１以上３０以下、好ましくは１以上２８以下、より好ましくは１以上２６以下、更に
好ましくは１以上２４以下である。なお、該脂肪族炭化水素基は、更に脂環式炭化水素基
や芳香族炭化水素基により置換されていてもよい。
　前記脂環式炭化水素基は、飽和脂環式炭化水素基でも、不飽和脂環式炭化水素基でもよ
い。該脂環式炭化水素基の炭素数は、３以上３０以下、好ましくは４以上２０以下、より
好ましくは５以上１６以下、更に好ましくは６以上１２以下である。なお、該脂環式炭化
水素基は、更に脂肪族炭化水素基や芳香族炭化水素基により置換されていてもよい。
　前記芳香族炭化水素基の炭素数は、６以上３０以下、好ましくは６以上２４以下、より
好ましくは６以上１８以下、更に好ましくは６以上１０以下である。なお、該芳香族炭化
水素基は、更に脂肪族炭化水素基や脂環式炭化水素基により置換されていてもよい。
【００３３】
　Ｒ３２は、一塩基酸から形成される有機酸残基であることが好ましく、具体的には、バ
ーサチック酸、パルミチン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、オレイン酸、リノール
酸、リノレン酸、アビエチン酸、ネオアビエチン酸、ピマル酸、デヒドロアビエチン酸、
１２－ヒドロキシステアリン酸、及びナフテン酸よりなる群から選択される有機酸からカ
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ルボキシ基を除いた基が例示される。
　これらの中でも、好ましくはアビエチン酸、バーサチック酸、ナフテン酸からカルボキ
シ基を除いた基、より好ましくはアビエチン酸、バーサチック酸からカルボキシ基を除い
た基である。
　このような単量体（ａ１３）は、下記式（１－３’）で表される単量体（ａ１３’）で
あることが好ましい。
【００３４】
【化９】

（式（１－３’）中、Ｒ３３は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ３４は末端エチレン性不
飽和基を含有しない炭素数１以上３０以下の一価の有機基を示し、Ｍは銅又は亜鉛を示す
。）
【００３５】
　式（１－３）で表される単量体（ａ１３）としては、３－（メタ）アクリロイルオキシ
プロピオン酸（ロジン）亜鉛、３－（メタ）アクリロイルオキシプロピオン酸（バーサチ
ック酸）亜鉛、（メタ）アクリル酸（ロジン）亜鉛、（メタ）アクリル酸（バーサチック
酸）亜鉛、（メタ）アクリル酸（ナフテン酸）亜鉛、３－（メタ）アクリロイルオキシプ
ロピオン酸（ロジン）銅、３－（メタ）アクリロイルオキシプロピオン酸（バーサチック
酸）銅、（メタ）アクリル酸（ロジン）銅、（メタ）アクリル酸（バーサチック酸）銅、
及び（メタ）アクリル酸（ナフテン酸）銅が例示される。
【００３６】
　加水分解性共重合体（Ａ）が、式（１－３）で表される単量体（ａ１３）に由来する構
成単位を有する場合、加水分解性共重合体（Ａ）は、式（１－３）で表される重合性化合
物（単量体（ａ１３））中の末端エチレン性不飽和基のみが重合することによって得られ
る構成単位であることが好ましい。
【００３７】
　加水分解性共重合体（Ａ）が、単量体（ａ１２）及び／又は（ａ１３）に由来する構成
単位を有する場合、全構成単位１００質量部に対する単量体（ａ１２）及び（ａ１３）に
由来する構成単位の含有量は、合計して、防汚塗膜の防汚性能や耐水性を良好とする観点
から、好ましくは３質量部以上４０質量部以下、より好ましくは５質量部以上３０質量部
以下である。
【００３８】
〔（ii）ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位〕
　ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）は、（ii）ポリオルガ
ノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）に由来する構成単位を有する。
　ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）は、ポリオルガノシロキサンブロ
ックと、重合性不飽和基及び／又はチオール基等の連鎖移動性の反応基を有する単量体で
あり、形成される加水分解性共重合体（Ａ）にポリオルガノシロキサンブロックを導入す
ることで、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用す
る摩擦抵抗低減船舶の気体潤滑効果を向上させ、更に防汚塗膜の防汚性も向上させる。
　ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）は、下記式（２）で表されること
が好ましい。
【００３９】
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【化１０】

（式（２）中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に、一価の炭化水素基を表し、Ｘはそ
れぞれ独立に、（メタ）アクリロイルオキシアルキル基又はメルカプトアルキル基を表し
、ｍは１以上、ｎは０以上であり、ｐ及びｑはそれぞれ独立に０又は１であり、ｎ＋ｐ＋
ｑは１以上である。）
【００４０】
　式（２）中、Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３はそれぞれ独立に一価の炭化水素基を表し、炭化水
素基としては直鎖状、分岐鎖状、又は環状のアルキル基、及びアリール基などが挙げられ
る。前記アルキル基は、炭素数が好ましくは１以上１２以下、より好ましくは１以上８以
下、更に好ましくは１以上４以下である。また、前記アリール基は、炭素数が好ましくは
６以上１４以下、より好ましくは６以上１０以下である。重合容易性の観点から、アルキ
ル基が好ましく、炭素数１以上６以下のアルキル基がより好ましく、炭素数１以上４以下
のアルキル基、具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基が更に好ましい
。
　式（２）中、Ｘはそれぞれ独立に（メタ）アクリロイルオキシアルキル基又はメルカプ
トアルキル基を表し、均一な重合の進行の観点からは（メタ）アクリロイルオキシアルキ
ル基が好ましく、形成する重合体の粘度を低減し、取り扱いを容易とする観点からはメル
カプトアルキル基も好ましい。
　前記（メタ）アクリロイルオキシアルキル基は、下記式（２－２）で表される。
【００４１】

【化１１】

（式（２－２）中、Ｒ４１は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ４２はアルキレン基を示し
、＊はＳｉとの結合位置を示す。）
【００４２】
　Ｒ４２はアルキレン基を示し、反応性の観点から、炭素数が好ましくは１以上１２以下
、より好ましくは２以上６以下、更に好ましくは２以上４以下である。
【００４３】
　前記メルカプトアルキル基は、下記式（２－３）で表される。
【００４４】
【化１２】

（式（２－３）中、Ｒ４３はアルキレン基を示し、＊はＳｉとの結合位置を示す。）
【００４５】
　Ｒ４３はアルキレン基を示し、反応性の観点から、炭素数が好ましくは１以上１２以下
、より好ましくは２以上６以下、更に好ましくは２以上４以下である。
【００４６】
　このようなＸとしては（メタ）アクリロイルオキシエチル基、（メタ）アクリロイルオ
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キシプロピル基、（メタ）アクリロイルオキシブチル基やメルカプトメチル基、メルカプ
トエチル基、メルカプトプロピル基、メルカプトブチル基等が挙げられる。
【００４７】
　式（２）中、ｍは１以上、ｎは０以上であり、ｐ及びｑはそれぞれ独立に０又は１であ
り、ｎ＋ｐ＋ｑは１以上である。
　なお、ｍ及びｎは、それぞれ（ＳｉＲ２

２Ｏ）、（ＳｉＸＲ３Ｏ）の平均付加モル数を
意味する。
　式（２）中、ｍ＋ｎは２以上であることが好ましい。
　なお、本明細書において、２以上の異なる繰り返し単位を［　］間に並列記載している
場合、それらの繰り返し単位が、それぞれランダム状、交互状又はブロック状のいずれの
形及び順序で繰り返されていてもよいことを示す。つまり、例えば、式－［Ｙ３－Ｚ３］
－（ここで、Ｙ、Ｚは繰り返し単位を示す）では、－ＹＹＺＹＺＺ－のようなランダム状
でも、－ＹＺＹＺＹＺ－のような交互状でも、－ＹＹＹＺＺＺ－又は－ＺＺＺＹＹＹ－の
ようなブロック状でもよい。
【００４８】
　ある一形態として、加水分解性共重合体（Ａ）が、式（２）中、ｎが０であり、ｐが１
であり、ｑが０である単量体（ａ２１）に由来する構成単位を有することが好ましい。
　このような単量体（ａ２１）に由来する構成単位を有する加水分解性共重合体（Ａ）を
含有する防汚塗料組成物は、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体
潤滑機能を利用する摩擦抵抗低減船舶の気体潤滑効果を高める防汚塗膜を形成できる点で
好ましい。
　このような単量体（ａ２１）では、重合容易性等の観点からｍは３以上２００以下であ
ることが好ましく、５以上７０以下であることがより好ましい。
　このような単量体（ａ２１）としては市販のものを用いることができ、例えば、ＪＮＣ
（株）製のＦＭ－０７１１（片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロ
キサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝１，０００）、ＦＭ－０７２１（片末端メタクリロイル
オキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝５，０００）、Ｆ
Ｍ－０７２５（片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、数平
均分子量（Ｍｎ）＝１０，０００）、信越化学工業（株）製のＸ－２２－１７４ＡＳＸ（
片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基当量９００ｇ
／ｍｏｌ）、ＫＦ－２０１２（片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシ
ロキサン、官能基当量４，６００ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２－２４２６（片末端メタクリロ
イルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基当量１２，０００ｇ／ｍｏｌ）
が挙げられる。
【００４９】
　また、ある一形態として、加水分解性共重合体（Ａ）が、式（２）中、ｎが０であり、
ｐ及びｑが１である単量体（ａ２２）に由来する構成単位を有することも好ましい。
　このような単量体（ａ２２）に由来する構成単位を有する加水分解性共重合体（Ａ）を
含有する防汚塗料組成物は、形成される塗膜の上塗り付着性が良好となる傾向がある点で
好ましい。
　このような単量体（ａ２２）では、重合容易性等の観点からｍは３以上２００以下であ
ることが好ましく、５以上７０以下であることがより好ましい。
　このような単量体（ａ２２）としては市販のものを用いることができ、例えば、ＪＮＣ
（株）製のＦＭ－７７１１（両末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロ
キサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝１，０００）、ＦＭ－７７２１（両末端メタクリロイル
オキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝５，０００）、Ｆ
Ｍ－７７２５（両末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、数平
均分子量（Ｍｎ）＝１０，０００）、信越化学工業（株）製のＸ－２２－１６４（両末端
メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基当量１９０ｇ／ｍｏ
ｌ）、Ｘ－２２－１６４ＡＳ（両末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシ
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ロキサン、官能基当量４５０ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２－１６４Ａ（両末端メタクリロイル
オキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基当量８６０ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２
－１６４Ｂ（両末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基
当量１６３０ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２－１６４Ｃ（両末端メタクリロイルオキシアルキル
変性オルガノポリシロキサン、官能基当量２，３７０ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２－１６４Ｅ
（両末端メタクリロイルオキシアルキル変性オルガノポリシロキサン、官能基当量３，９
００ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－２２－１６７Ｂ（両末端メルカプトアルキル変性オルガノポリシ
ロキサン、官能基当量１，６７０ｇ／ｍｏｌ）が挙げられる。
【００５０】
　更に、ある一形態として、加水分解性共重合体（Ａ）が、式（２）中、ｎが１以上であ
る単量体（ａ２３）に由来する構成単位を有することも好ましい。
　加水分解性共重合体（Ａ）がこのような単量体（ａ２３）に由来する構成単位を有する
と、粘度が低く取扱いが容易である点で好ましい。
　このような単量体（ａ２３）においては、ｍは好ましくは５０以上１，０００以下であ
り、ｎは好ましくは１以上３０以下である。
　このような単量体（ａ２３）としては市販のものを用いることができ、例えば、信越化
学工業（株）製のＫＦ－２００１（側鎖メルカプトアルキル変性オルガノポリシロキサン
、官能基当量１，９００ｇ／ｍｏｌ）、ＫＦ－２００４（側鎖メルカプトアルキル変性オ
ルガノポリシロキサン、官能基当量３０，０００ｇ／ｍｏｌ）が挙げられる。
【００５１】
　これらの中でも、本発明の効果である、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用
することで、その摩擦抵抗低減効果を高める効果を得られ易い点から、ポリオルガノシロ
キサンブロック含有単量体（ａ２）は、式（２）中、ｎが０であり、ｐが１であり、ｑが
０である単量体（ａ２１）であることが好ましい。単量体（ａ２１）は、鎖の自由度が高
く、単量体（ａ２１）を使用した防汚塗料組成物から形成された防汚塗膜の表層に出やす
いと考えられる。また、疎水成分であるポリオルガノシロキサンブロック構造が、塗膜表
面に濃縮されることで、気体との付着力を得られやすく、高い気体潤滑効果を得られると
考えられる。
　加水分解性共重合体（Ａ）における単量体（ａ２）に由来する構成単位の含有量は、防
汚塗膜の乾湿交互条件での防汚性能や耐水性、下地付着性の観点から、全構成単位１００
質量部に対して、好ましくは０．５質量部以上６０質量部以下、より好ましくは１質量部
以上５０質量部以下、更に好ましくは２質量部以上５０質量部以下、より更に好ましくは
５質量部以上５０質量部以下である。
【００５２】
〔（iii）その他の単量体（ａ３）に由来する構成単位〕
　本発明において、加水分解性共重合体（Ａ）は、（iii）その他の単量体（ａ３）に由
来する構成単位を有することが好ましい。
　前記その他の単量体（ａ３）としては、前記単量体（ａ１）及び単量体（ａ２）と共重
合可能な単量体を制限なく用いることができる。これらの中でも、その他の単量体（ａ３
）は、エチレン性不飽和化合物であることが好ましい。
　前記その他の単量体（ａ３）としては例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（
メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリ
レート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ
－ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ
）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート
、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、２－エチル
ヘキシル（メタ）アクリレート、３，５，５－トリメチルヘキシル（メタ）アクリレート
、ラウリル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）ア
クリレート、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート等のアルキ
ル（メタ）アクリレート類又はアリール（メタ）アクリレート類；
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　２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート
、４－メトキシブチル（メタ）アクリレート、３－メトキシ－ｎ－プロピル（メタ）アク
リレート、２－プロポキシエチル（メタ）アクリレート、２－ブトキシエチル（メタ）ア
クリレート、イソブトキシブチルジグリコール（メタ）アクリレート、２－フェノキシエ
チル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、エ
トキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ブトキシポリエチレングリコール
（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート等のア
ルコキシアルキル（メタ）アクリレート類又はアリーロキシアルキル（メタ）アクリレー
ト類；
　ヒドロキシメチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリ
レート、及び２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレート等のヒドロ
キシアルキル（メタ）アクリレート類；
　グリシジル（メタ）アクリレート類；
　スチレン、α－メチルスチレン、酢酸ビニル、安息香酸ビニル、ビニルトルエン、アク
リロニトリル、ビニルピリジン、ビニルピロリドン、塩化ビニルなどのビニル化合物等が
挙げられる。これら単量体は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５３】
　加水分解性共重合体（Ａ）は、例えば、以下の手順で製造することができる。
　加水分解性基含有単量体（ａ１）が前記単量体（ａ１２）又は（ａ１３）を含む場合は
、例えば、無機金属化合物（好ましくは銅又は亜鉛の酸化物、水酸化物、塩化物等）と、
メタクリル酸、アクリル酸等の有機酸又はそのエステル化物とを、有機溶剤及び水の存在
下で金属塩の分解温度以下で加熱し、撹拌する等の公知の方法で合成することができる。
　より具体的には、まず、溶剤と酸化亜鉛等の金属成分とを混合した混合液を５０℃以上
８０℃以下程度に加温しながら撹拌し、これに、メタクリル酸やアクリル酸等の有機酸又
はそのエステル体、及び水等の混合液を滴下し、更に撹拌することにより単量体（ａ１２
）又は（ａ１３）を調製する。
【００５４】
　次に、新たに用意した反応容器に溶剤を入れ８０℃以上１２０℃以下程度に加温し、こ
れに前記単量体（ａ１）、前記ポリオルガノシロキサンブロック含有単量体（ａ２）、任
意にその他の単量体（ａ３）、重合開始剤、連鎖移動剤、及び溶剤等の混合液を滴下し、
重合反応を行うことによりポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ
）を得ることができる。
【００５５】
　加水分解性共重合体（Ａ）の製造に用いることができる重合開始剤としては、特に制限
はなく、各種ラジカル重合開始剤を用いることができる。具体的には、過酸化ベンゾイル
、過酸化水素、クメンハイドロペルオキシド、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロペルオキシド、
過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウム、２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル）〔ＡＩ
ＢＮ〕、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）〔ＡＭＢＮ〕、２，２’－ア
ゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）〔ＡＤＶＮ〕、及びｔｅｒｔ－ブチルパーオ
クトエート〔ＴＢＰＯ〕等が挙げられる。これらの重合開始剤は、１種単独で使用しても
よく、２種以上を併用してもよい。なお、これらのラジカル重合開始剤は、反応開始時に
のみ反応系内に添加してもよく、また反応開始時と反応途中との両方で反応系内に添加し
てもよい。
　加水分解性共重合体（Ａ）の製造における重合開始剤の使用量は、前記各単量体の合計
１００質量部に対して０．１質量部以上２０質量部以下が好ましい。
【００５６】
　加水分解性共重合体（Ａ）の製造に用いることができる連鎖移動剤としては、特に制限
はなく、例えば、α－メチルスチレンダイマー、チオグリコール酸、ジテルペン、ターピ
ノーレン、γ－テルピネン；ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン、及びｎ－ドデシルメルカ
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プタン等のメルカプタン類；四塩化炭素、塩化メチレン、ブロモホルム、及びブロモトリ
クロロエタン等のハロゲン化物；イソプロパノール、グリセリン等の第２級アルコール；
等が挙げられる。これらの連鎖移動剤は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用し
てもよい。
　加水分解性共重合体（Ａ）の製造において連鎖移動剤を用いる場合、その使用量は、前
記各単量体の合計１００質量部に対して０．１質量部以上５質量部以下が好ましい。
【００５７】
　加水分解性共重合体（Ａ）の製造に用いることができる溶剤としては、例えば、トルエ
ン、キシレン、及びメシチレン等の芳香族系溶剤；プロパノール、ブタノール、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル等のアル
コール；メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、メチルアミルケトン等のケトン
；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル；水等が挙げられる。
【００５８】
　加水分解性共重合体（Ａ）の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、防
汚塗料組成物の粘度や貯蔵安定性、得られる防汚塗膜の溶出速度（更新性）等を考慮して
、適宜調整することが好ましい。
　数平均分子量（Ｍｎ）は、好ましくは１，０００以上１００，０００以下、より好まし
くは１，５００以上３０，０００以下である。また、重量平均分子量（Ｍｗ）は、好まし
くは２，０００以上２００，０００以下、より好ましくは３，０００以上６０，０００以
下である。
　前記数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、実施例に記載の方法により
測定したゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）の値を指す。
【００５９】
　加水分解性共重合体（Ａ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい
。
　防汚塗料組成物の固形分中の加水分解性共重合体（Ａ）の含有量は、本発明における防
汚塗料の塗装作業性や防汚塗膜の防汚性が向上する観点から、防汚塗料組成物の固形分中
、好ましくは５質量％以上、より好ましくは１０質量％以上、更に好ましくは３０質量％
以上、より更に好ましくは５０質量％以上であり、また、好ましくは９９質量％以下、よ
り好ましくは９５質量％以下、更に好ましくは９０質量％以下、より更に好ましくは８５
質量％以下である。
　なお、本発明において、防汚塗料組成物が加水分解性共重合体（Ａ）を２種以上含有す
る場合、上記の含有量は加水分解性共重合体（Ａ）の総含有量としての好ましい範囲であ
り、後述する各成分についても同様である。
【００６０】
　加水分解性共重合体（Ａ）がシリルエステル基含有単量体、好ましくは単量体（ａ１１
）に由来する構成単位を有する場合、防汚塗料組成物の固形分中の加水分解性共重合体（
Ａ）の含有量は、好ましくは５質量％以上６０質量％以下、より好ましくは１０質量％以
上５０質量％以下、更に好ましくは１５質量％以上３５質量％以下である。
　また、加水分解性共重合体（Ａ）が金属エステル基含有単量体、好ましくは単量体（ａ
１２）及び／又は単量体（ａ１３）に由来する構成単位を有する場合、防汚塗料組成物の
固形分中の加水分解性共重合体（Ａ）の含有量は、好ましくは１０質量％以上９９質量％
以下、より好ましくは１５質量％以上９５質量％以下、更に好ましくは２０質量％以上９
０質量％以下、より更に好ましくは３０質量％以上８８質量％以下、より更に好ましくは
５０質量％以上８５質量％以下である。
　本発明において、加水分解性共重合体（Ａ）に含まれるポリオルガノシロキサンの寄与
によると推定される、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機
能を利用する摩擦抵抗低減船舶の気体潤滑効果を高めるため、また、防汚塗膜の防汚性、
特に耐スライム性を高めるため、防汚塗膜中の加水分解性共重合体（Ａ）の含有比率を高
くすることが好ましい。
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【００６１】
＜その他任意成分＞
　本発明の防汚塗料組成物は必要に応じて、防汚剤（Ｂ）、酸化亜鉛（Ｃ）、モノカルボ
ン酸化合物（Ｄ）、その他顔料（Ｅ）、その他バインダー成分（Ｆ）、脱水剤（Ｇ）、溶
剤（Ｈ）、タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）、可塑剤（Ｊ）、シリコーンオイル（Ｋ）等を
含有していてもよい。
　以下、その他任意成分について説明する。
【００６２】
〔防汚剤（Ｂ）〕
　本発明の防汚塗料組成物から形成された防汚塗膜の防汚性を更に向上させるため、本発
明の防汚塗料組成物は防汚剤（Ｂ）を更に含有することができる。
　防汚剤（Ｂ）としては、例えば、亜酸化銅、酸化銅、銅（金属銅）、チオシアン酸銅（
別名：ロダン銅）、銅ピリチオン及び亜鉛ピリチオン等の金属ピリチオン類、（＋／－）
－４－［１－（２，３－ジメチルフェニル）エチル］－１Ｈ－イミダゾール（別名：メデ
トミジン）、４，５－ジクロロ－２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－オン（別
名：ＤＣＯＩＴ）、４－ブロモ－２－（４－クロロフェニル）－５－（トリフルオロメチ
ル）－１Ｈ－ピロール－３－カルボニトリル（別名：トラロピリル）、ピリジントリフェ
ニルボラン、４－イソプロピルピリジンジフェニルメチルボラン等のボラン－窒素系塩基
付加物、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ’－（３，４－ジクロロフェニル）尿素（別名：ジウロン
）、Ｎ－（２，４，６－トリクロロフェニル）マレイミド、２，４，５，６－テトラクロ
ロイソフタロニトリル、２－メチルチオ－４－ｔｅｒｔ－ブチルアミノ－６－シクロプロ
ピルアミノ－１，３，５－トリアジン（別名：シブトリン）、ビスジメチルジチオカルバ
モイルジンクエチレンビスジチオカーバメート（別名：ポリカーバメート）、クロロメチ
ル－ｎ－オクチルジスルフィド、１，１－ジクロロ－Ｎ－［（ジメチルアミノ）スルフォ
ニル］－１－フルオロ－Ｎ－フェニルメタンスルフェンアミド（別名：ジクロフルアニド
）、テトラアルキルチラウムジスルフィド（別名：ＴＭＴＤ）、ジンクジメチルジチオカ
ーバメート（別名：ジラム）、ジンクエチレンビスジチオカーバメート、２，３－ジクロ
ロ－Ｎ－（２’，６’－ジエチルフェニル）マレイミド、２，３－ジクロロ－Ｎ－（２’
－エチル－６’－メチルフェニル）マレイミドなどが挙げられ、これらの中でも、亜酸化
銅、銅ピリチオン及び亜鉛ピリチオン等の金属ピリチオン類、メデトミジン、ＤＣＯＩＴ
、トラロピリル、ピリジントリフェニルボランを含むことが好ましい。
【００６３】
　このうち、前記メデトミジンは下記式（３）で表される。
【００６４】
【化１３】

【００６５】
　前記メデトミジンは、光学異性を有するが、その一方のみであっても、任意の比率の混
合物であってもよい。また、メデトミジンの一部又は全部として、イミダゾリウム塩や金
属等への付加物を使用してもよく、あるいは、本発明の防汚塗料組成物若しくは防汚塗膜
中で、金属などへの付加体やイミダゾリウム塩を形成していてもよい。
　本発明の防汚塗料組成物がメデトミジンを含有する場合、その含有量は、形成される防
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汚塗膜に良好な防汚性を付与する観点から、防汚塗料組成物中、好ましくは０．０１質量
％以上５質量％以下、より好ましくは０．０４質量％以上１質量％以下であり、防汚塗料
組成物の固形分中、好ましくは０．０１質量％以上５質量％以下、より好ましくは０．０
３質量％以上３質量％以下、更に好ましくは０．０５質量％以上１質量％以下、より更に
好ましくは０．０５質量％以上０．５質量％以下である。
【００６６】
　このうち、前記亜酸化銅の平均粒子径は０．１μｍ以上３０μｍ以下程度のものが長期
防汚性を発揮する上で好ましく、グリセリン、ステアリン酸、ラウリン酸、ショ糖、レシ
チン、鉱物油等によって表面処理されているものが、貯蔵時の長期安定性の点で好ましい
。このような亜酸化銅の市販品としては、ＮＣ－３０１（エヌシー・テック（株）製）、
ＮＣ－８０３（エヌシー・テック（株）製）、Ｒｅｄ　Ｃｏｐｐ９７Ｎ　Ｐｒｅｍｉｕｍ
（ＡＭＥＲＩＣＡＮ　ＣＨＥＭＥＴ　Ｃｏ．製）、Ｐｕｒｐｌｅ　Ｃｏｐｐ（ＡＭＥＲＩ
ＣＡＮ　ＣＨＥＭＥＴ　Ｃｏ.製）、ＬｏＬｏＴｉｎｔ９７（ＡＭＥＲＩＣＡＮ　ＣＨＥ
ＭＥＴ　Ｃｏ.製）などが挙げられる。
【００６７】
　防汚剤（Ｂ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
　本発明の防汚塗料組成物が防汚剤（Ｂ）を含有する場合、形成する防汚塗膜が良好な防
汚性を発揮する観点から、その含有量は、塗料組成物の固形分中に０．０１質量％以上８
０質量％以下となる量が好ましい。
【００６８】
〔酸化亜鉛（Ｃ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、防汚塗膜の耐水性や耐ダメージ性、防汚性を向上させる目
的で、酸化亜鉛（Ｃ）を含有することが好ましい。
　本発明の防汚塗料組成物が酸化亜鉛を含有すると、亜鉛－メデトミジン間の相互作用に
よると推定される寄与により、防汚塗膜の防汚性、特に耐フジツボ性がより長期にわたっ
て優れる。
　また、特に前記加水分解性基含有単量体（ａ１）が前記式（１－２）又は式（１－３）
で表される金属エステル基を有する単量体を含み、上記各式中のＭが亜鉛である場合、亜
鉛イオン濃度の寄与と推定される効果により、ポリオルガノシロキサンブロック含有単量
体（ａ２）に由来する通水性による悪影響を緩和し、防汚塗膜に良好な耐水性を付与する
。
　本発明の防汚塗料組成物が酸化亜鉛（Ｃ）を含有する場合、その含有量は、防汚塗膜の
耐水性や耐ダメージ性、防汚性を適切に発揮させる点から、本発明の防汚塗料組成物の固
形分中、好ましくは０．１質量％以上６０質量％以下、より好ましくは１質量％以上４０
質量％以下、更に好ましくは１．５質量％以上２５質量％以下である。
【００６９】
〔モノカルボン酸化合物（Ｄ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、モノカルボン酸化合物（Ｄ）を含有していてもよい。
　本発明においてモノカルボン酸化合物（Ｄ）は、形成される防汚塗膜の水中での表面か
らの更新性を向上させ、また、その防汚塗膜が防汚剤を含む場合には、防汚剤の水中への
放出を促進することで防汚塗膜の防汚性を高めるものであり、更に防汚塗膜に適度な耐水
性を付与する機能も有する。
　モノカルボン酸化合物（Ｄ）としては、例えば、炭素原子数１０以上４０以下の飽和若
しくは不飽和の脂肪族炭化水素にカルボキシ基が１つ置換した化合物、又は炭素原子数３
以上４０以下の飽和若しくは不飽和の脂環式炭化水素にカルボキシ基が１つ置換した化合
物、あるいは脂肪族炭化水素又は脂環式炭化水素の変性物にカルボキシ基が１つ置換した
化合物が好ましい。
　これらの中でも、アビエチン酸、ネオアビエチン酸、デヒドロアビエチン酸、パラスト
リン酸、イソピマル酸、ピマル酸、トリメチルイソブテニルシクロヘキセンカルボン酸、
バーサチック酸、ステアリン酸、ナフテン酸等が好ましい。
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　また、アビエチン酸、パラストリン酸、イソピマル酸等を主成分とするロジン類も好ま
しい。ロジン類としてはガムロジン、ウッドロジン、トール油ロジン等のロジン、水添ロ
ジン、不均化ロジン、ロジン金属塩等のロジン誘導体、パインタールなどが挙げられる。
　また、トリメチルイソブテニルシクロヘキセンカルボン酸としては、例えば、２，６－
ジメチルオクタ－２，４，６－トリエンとメタクリル酸との反応生成物が挙げられ、これ
は１，２，３－トリメチル－５－（２－メチルプロパ－１－エン－１－イル）シクロヘキ
サ－３－エン－１－カルボン酸、及び１，４，５－トリメチル－２－（２－メチルプロパ
－１－エン－１－イル）シクロヘキサ－３－エン－１－カルボン酸を主成分（８５質量％
以上）とするものである。
【００７０】
　本発明におけるモノカルボン酸化合物（Ｄ）は、その一部又は全てが塩を形成していて
もよい。モノカルボン酸の塩は、例えば亜鉛塩や銅塩などが挙げられ、防汚塗料組成物の
調製前に予め形成されていても、防汚塗料組成物調製時に他の塗料成分との反応により形
成されてもよい。
　なお、モノカルボン酸化合物（Ｄ）が、加水分解性共重合体（Ａ）に該当する場合があ
るが、このような場合には、加水分解性重合体（Ａ）であるとする。
　モノカルボン酸化合物（Ｄ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよ
い。
　本発明の防汚塗料組成物がモノカルボン酸化合物（Ｄ）を含有する場合、防汚塗料組成
物の塗装作業性や防汚塗膜の耐水性の観点から、その含有量は、防汚塗料組成物の固形分
中、好ましくは０．１質量％以上５０質量％以下、より好ましくは１質量％以上２０質量
％以下である。
【００７１】
〔その他顔料（Ｅ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、塗膜への着色や下地の隠ぺい、また、適度な塗膜強度に調
整することを目的として、前記防汚剤（Ｂ）及び酸化亜鉛（Ｃ）以外のその他顔料（Ｅ）
を含有してもよい。
　その他顔料（Ｅ）としては、例えば、タルク、マイカ、クレー、カリ長石、炭酸カルシ
ウム、カオリン、アルミナホワイト、ホワイトカーボン、水酸化アルミニウム、炭酸マグ
ネシウム、炭酸バリウム、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、硫化亜鉛等の体質顔料や、弁
柄（赤色酸化鉄）、チタン白（酸化チタン）、黄色酸化鉄、カーボンブラック、ナフトー
ルレッド、フタロシアニンブルー等が挙げられ、中でもタルクを含むことが好ましい。こ
れらの顔料は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
　本発明の防汚塗料組成物がその他顔料（Ｅ）を含有する場合、その含有量は、形成され
る防汚塗膜に求められる隠ぺい性や、防汚塗料組成物の粘度によって好ましい量が決定さ
れるが、塗料組成物の固形分中、好ましくは１質量％以上４０質量％以下である。
【００７２】
〔その他バインダー成分（Ｆ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、防汚塗料組成物の塗装作業性を向上し、また、形成される
防汚塗膜に耐水性、耐クラック性や強度を付与する目的から、前記ポリオルガノシロキサ
ンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）以外の、その他バインダー成分（Ｆ）を含有し
てもよい。
　その他バインダー成分（Ｆ）は、シリルエステル基、金属エステル基等の加水分解性基
を有しないものである。
　その他バインダー成分（Ｆ）としては、例えば、ポリエステル系重合体、アクリル系共
重合体（アクリル樹脂）、ビニル系共重合体、塩素化パラフィン、ｎ－パラフィン、テル
ペンフェノール樹脂、ポリビニルエチルエーテル、石油樹脂類、ケトン樹脂等が挙げられ
る。中でも、ポリエステル系重合体、アクリル系共重合体、ビニル系共重合体、塩素化パ
ラフィン、石油樹脂類が好ましい。
【００７３】
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　前記ポリエステル系重合体は、１以上の多価アルコールと１以上の多価カルボン酸及び
／又はその無水物、及び任意にその他の成分との反応により得られ、任意の種類を任意の
量で用いることができ、その組み合わせにより水酸基価／酸価や粘度を調整できる。
　上記多価アルコールとしては、例えば、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコー
ル、グリセリン、エチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、トリメチロールプロ
パン（ＴＭＰ）、ぺンタエリスリトール、ソルビトール；ジエチレングリコール等のポリ
アルキレングリコール；等が挙げられ、原料の入手容易さからプロピレングリコール、グ
リセリン、ＴＭＰが好ましい。これらの多価アルコールは２種以上のものを組み合わせて
用いてもよい。
　上記多価カルボン酸及び／又はその無水物としては、例えば、マロン酸、マレイン酸、
フマル酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン
酸、１，９－ノナメチレンジカルボン酸、１，１０－デカメチレンジカルボン酸、１，１
１－ウンデカメチレンジカルボン酸、１，１２－ドデカメチレンジカルボン酸、シクロヘ
キサンジカルボン酸、デカヒドロナフタレンジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸
、フタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、コハク酸等、及びこれらの無水物が挙げられ、無水
フタル酸やヘキサヒドロフタル酸無水物が好ましい。
　ポリエステル系重合体は、防汚塗料組成物の貯蔵安定性、防汚塗膜の防汚性や適度な親
水性を付与する観点から、固形分水酸基価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／
ｇ以下であることが好ましく、８０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である
ことがより好ましい。
【００７４】
　前記アクリル系共重合体や前記ビニル系共重合体としては、前記その他の単量体（ａ３
）として挙げたものを重合して得られるものを用いてもよい。
【００７５】
　前記塩素化パラフィンは、直鎖状又は分枝状のいずれの分子構造を有してもよく、室温
（例：２３℃）条件下で液状でも固体状（例えば粉末状）であってもよい。
　また、前記塩素化パラフィンとしては、一分子中、好ましくは８個以上３０個以下、よ
り好ましくは１０個以上２６個以下の平均炭素数を有するものが挙げられる。このような
塩素化パラフィンを含む防汚塗料組成物は、クラック（割れ）やハガレ等の少ない防汚塗
膜を形成することができる。なお、上記平均炭素数が８未満では、防汚塗膜においてクラ
ックの発生を抑制する効果が不十分となることがあり、一方で、上記平均炭素数が３０を
超えると、防汚塗膜の加水分解性（更新性、研掃性）に悪影響を与える傾向があり、結果
として防汚性が劣ってしまうことがある。
　また、塩素化パラフィンの粘度（単位ポイズ、測定温度２５℃）は、好ましくは１以上
、より好ましくは１．２以上であり、その比重（２５℃）は、好ましくは１．０５ｇ／ｃ
ｍ３以上１．８０ｇ／ｃｍ３以下、より好ましくは１．１０ｇ／ｃｍ３以上１．７０ｇ／
ｃｍ３以下である。
　塩素化パラフィンの塩素化率（塩素含有量）は、塩素化パラフィンを１００質量部とし
た場合、通常３５質量部以上７０質量部以下であり、好ましくは３５質量部以上６５質量
部以下である。このような塩素化率を有する塩素化パラフィンを含む防汚塗料組成物は、
クラック（割れ）、ハガレ等の少ない塗膜を形成することができる。
【００７６】
　前記石油樹脂類としては、Ｃ５系、Ｃ９系、スチレン系、ジクロロペンタジエン系、及
びこれらの水素添加物などが挙げられる。
　その他バインダー成分（Ｆ）としては市販品を用いてもよく、例えば、前記ポリエステ
ル系重合体としては、日立化成（株）製のテスラック２４７４（ポリエステルポリオール
、水酸基価１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ）、テスラック２４６２等；前記アクリル系共重合体（
アクリル樹脂）としては、三菱レイヨン（株）製「ダイアナールＢＲ－１０６」等；前記
塩素化パラフィンとしては、東ソー（株）製「トヨパラックス　Ａ－４０／Ａ－５０／Ａ
－７０／Ａ－１４５／Ａ－１５０／１５０」等；前記石油樹脂類としては、「クイントン
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１５００」や「クイントン１７００」（いずれも日本ゼオン（株）製）等が挙げられる。
【００７７】
　本発明の防汚塗料組成物がその他バインダー成分（Ｆ）を含有する場合、その含有量は
、防汚塗料組成物の固形分中、好ましくは０．１質量％以上１０質量％以下である。
　その他バインダー成分（Ｆ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよ
い。
【００７８】
〔脱水剤（Ｇ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、その貯蔵安定性を向上させる目的から、脱水剤（Ｇ）を含
有してもよい。脱水剤（Ｇ）としては、無機系脱水剤として、合成ゼオライト、無水石膏
、半水石膏（別名：焼石膏）が例示され、有機系脱水剤として、テトラメトキシシラン、
テトラエトキシシラン、テトラブトキシシラン、テトラフェノキシシラン、メチルトリエ
トキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、トリメチルエトキシシラン等のアルコキシシ
ラン類又はその縮合物、オルト蟻酸メチル、オルト蟻酸エチル等のオルト蟻酸アルキルエ
ステル類が例示される。脱水剤（Ｇ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用し
てもよい。
　本発明の防汚塗料組成物が脱水剤（Ｇ）を含有する場合、その含有量は、防汚塗料組成
物の固形分中、好ましくは０．１質量％以上２０質量％以下、より好ましくは０．２質量
％以上１５質量％以下となる量である。
【００７９】
〔溶剤（Ｈ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、該防汚塗料組成物の粘度を調整することを目的として、必
要に応じて、水又は有機溶剤等の溶剤（Ｈ）を含有してもよい。なお、本発明の防汚塗料
組成物は、溶剤（Ｈ）として、前記加水分解性共重合体（Ａ）を調製する際に使用した溶
剤を含有してもよく、加水分解性共重合体（Ａ）と必要に応じてその他の成分とを混合す
る際に、別途添加された溶剤を含有してもよい。溶剤（Ｈ）としては、有機溶剤が好まし
い。
　有機溶剤としては、キシレン、トルエン、エチルベンゼン等の芳香族系有機溶剤；メチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類；エタノール
、イソプロピルアルコール，ｎ－ブタノール、イソブタノール、プロピレングリコールモ
ノメチルエーテル等の脂肪族（炭素数１以上１０以下、好ましくは２以上５以下程度）の
一価アルコール類；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶剤；等が挙げられる。溶剤
（Ｈ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００８０】
　本発明の防汚塗料組成物が溶剤（Ｈ）を含有する場合、その含有量は、塗料組成物の塗
布形態に応じた所望の粘度によって好ましい量が決定される。溶剤（Ｈ）の含有量は、例
えば、塗料組成物中に通常１質量％以上６０質量％以下である。含有量が多すぎる場合、
タレ止め性の低下等の不具合が発生することがある。
【００８１】
〔タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、塗料組成物の粘度を調整することを目的として、タレ止め
剤・沈降防止剤（Ｉ）を含有してもよい。
　タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）としては、脂肪酸アマイド、ポリエチレンワックス、酸
化ポリエチレンワックス、水添ヒマシ油ワックス等の有機系ワックス、Ａｌ、Ｃａ、Ｚｎ
のステアレート塩、レシチン塩、アルキルスルホン酸塩等の有機粘土系ワックス、有機系
ワックスと有機粘土系ワックスの混合物、合成微粉シリカ等が挙げられる。
　タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）としては市販品を用いてもよく、例えば、楠本化成（株
）製の「ディスパロンＡ６３０－２０Ｘ」、「ディスパロン６９００－２０Ｘ」（脂肪酸
アマイド）、「ディスパロン３０５」（水添ヒマシ油ワックス）、「ディスパロン４２０
０－２０」（酸化ポリエチレンワックス）、共栄社化学（株）製の「ターレン７２００－
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エチレンワックス）等が挙げられる。
　タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用しても
よい。
　本発明の防汚塗料組成物がタレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）を含有する場合、その含有量
は、塗料組成物中、好ましくは０．０１質量％以上１０質量％以下、より好ましくは０．
１質量％以上５質量％以下、更に好ましくは０．３質量％以上３質量％以下である。
　タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）の含有量が上記のような範囲にあれば、塗膜のタレ止め
性、沈降防止性に加え、レベリング性も適当なものとなり、形成する塗膜の平滑性を向上
させることができる。
【００８２】
　これらの中でも、本発明において、防汚塗料組成物は、タレ止め剤・沈降防止剤（Ｉ）
として、脂肪酸アマイドを含有することが好ましい。また、（Ｉ）成分として脂肪酸アマ
イドを含有する場合、脂肪酸アマイドの含有量は、所望のＶａ、Ｖｂ及びＶａ／Ｖｂを得
る観点から、防汚塗料組成物中、好ましくは０．３質量％以上３質量％以下、より好まし
くは０．４５質量％以上２．５質量％以下であり、更に好ましくは０．５質量％以上２質
量％以下である。
　また、防汚塗料組成物の固形分中の脂肪酸アマイドの含有量は、所望のＶａ、Ｖｂ及び
Ｖａ／Ｖｂを得る観点から、好ましくは０．６質量％以上６質量％以下、より好ましくは
０．６５質量％以上５質量％以下、更に好ましくは０．６８質量％以上３質量％以下であ
る。
　更に、（Ａ）成分に対する脂肪酸アマイドの含有量は、所望のＶａ、Ｖｂ及びＶａ／Ｖ
ｂを得る観点から、（Ａ）成分１００質量部に対して、好ましくは０．７質量部以上８質
量部以下、より好ましくは０．８５質量部以上６．５質量部以下、更に好ましくは１．０
質量部以上５質量部以下、より更に好ましくは２質量部以上４．５質量部以下である。
【００８３】
〔可塑剤（Ｊ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、防汚塗膜に可塑性を付与することを目的として、可塑剤（
Ｊ）を含有してもよい。
　可塑剤（Ｊ）としては、例えば、トリクレジルホスフェート（ＴＣＰ）、ジオクチルフ
タレート（ＤＯＰ）、ジイソデシルフタレート（ＤＩＤＰ）等を挙げることができる。こ
れらの可塑剤は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
　本発明の防汚塗料組成物が可塑剤（Ｊ）を含有する場合、その含有量は、塗料組成物の
固形分中、好ましくは０．１質量％以上１０質量％以下、より好ましくは０．５質量％以
上５質量％以下である。可塑剤（Ｊ）の含有量が前記範囲内にあると、防汚塗膜の可塑性
を良好に保つことができる。
【００８４】
〔シリコーンオイル（Ｋ）〕
　本発明の防汚塗料組成物は、形成される防汚塗膜の防汚性を向上させることを目的とし
て、シリコーンオイル（Ｋ）を含有してもよい。
　シリコーンオイル（Ｋ）は加水分解性基を含有しないものである。
　シリコーンオイル（Ｋ）としては、下記式（Ｅ１）で表されるシリコーンオイルが好ま
しい。
【００８５】
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【化１４】

（式（Ｅ１）中、Ｒ５１、Ｒ５２はそれぞれ独立に、水素原子、構造中にヘテロ原子を有
していてもよい炭素原子数１以上１００以下のアルキル基、アルケニル基、アリール基又
はハロゲン化アルキル基を示し、Ｒ５３は、単結合、又はアミノ基、エーテル基、チオエ
ーテル基、エステル基、又はアミド基が介在してもよい炭素原子数１以上１００以下の二
価の炭化水素基を示す。ｓは１０以上１，０００以下の整数を示す。）
【００８６】
　式（Ｅ１）中、Ｒ５１、Ｒ５２はそれぞれ独立に、構造中にヘテロ原子を有していても
よい炭素原子数１以上１００以下のアルキル基、アルケニル基、アリール基又はハロゲン
化アルキル基を示し、構造中にヘテロ原子を有する場合、構造中にアミノ基、エーテル基
、チオエーテル基、エステル基、アミド基等が介在していてもよい。
　複数存在するＲ５１及びＲ５２は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
　Ｒ５１及びＲ５２としては、メチル基、エチル基又はフェニル基が好ましく、Ｒ５２の
一部が、アラルキル基、ポリエーテル基（Ｒ５２が、－Ｒ－Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ａ（Ｃ３

Ｈ６Ｏ）ｂ－Ｒ’（ここで、Ｒは炭素数１以上２０以下のアルキレン基を表し、Ｒ’は炭
素数１以上２０以下のアルキル基を示し、ａ及びｂはそれぞれ独立に０以上３０以下の整
数を示し、ａ＋ｂは１以上の整数である。））、水素原子、フルオロアルキル基、高級脂
肪酸エステル基等で置換されていてもよい。
【００８７】
　式（Ｅ１）中、Ｒ５３は単結合、又はアミノ基（－ＮＲ５４－、ここで、Ｒ５４は水素
原子又は炭素数１以上１２以下のアルキル基を表す）、エーテル基（－Ｏ－）、チオエー
テル基（－Ｓ－）、エステル基（－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－、又は－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－）、又は
アミド基（－Ｃ（＝Ｏ）－ＮＲ５５－、又は－ＮＲ５５－Ｃ（＝Ｏ）－、Ｒ５５は水素原
子又は炭素数１以上１２以下のアルキル基を表す。）が介在してもよい炭素原子数１以上
２０以下の二価の炭化水素基を示す。
　複数存在するＲ５３は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
　Ｒ５３としては、ポリエーテル基（Ｒ５３が－Ｒ－Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ａ（Ｃ３Ｈ６Ｏ
）ｂＲ’（Ｒは炭素数１以上２０以下のアルキレン基を表し、Ｒ’は炭素数１以上２０以
下のアルキル基を示し、ａ及びｂはそれぞれ独立に０以上３０以下の整数を示し、ａ＋ｂ
は１以上の整数である。））が例示される。
　Ｒ５３としては、単結合が好ましい。
【００８８】
　シリコーンオイル（Ｋ）の２３℃におけるＢ型粘度計により測定した粘度は、塗料組成
物の製造時の作業性を向上させる観点、塗料組成物のスプレー霧化性及び形成された塗膜
の強度を向上させる観点から、好ましくは１０ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２０ｍＰ
ａ・ｓ以上、更に好ましくは４０ｍＰａ・ｓ以上、より更に好ましくは６０ｍＰａ・ｓ以
上、より更に好ましくは８０ｍＰａ・ｓ以上であり、そして、好ましくは１０，０００ｍ
Ｐａ・ｓ以下、より好ましくは５，０００ｍＰａ・ｓ以下、更に好ましくは４，０００ｍ
Ｐａ・ｓ以下である。
【００８９】
　本発明の防汚塗料組成物は、シリコーンオイル（Ｋ）を１種単独で使用してもよく、２
種以上を併用してもよい。
　本発明の防汚塗料組成物がシリコーンオイル（Ｋ）を含有する場合、その含有量は、形
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成される防汚塗膜の防汚性を向上させる観点から、防汚塗料組成物の固形分中、好ましく
は０．１質量％以上、より好ましくは１質量％以上、更に好ましくは３質量％以上であり
、そして、好ましくは５０質量％以下、より好ましくは４０質量％以下、更に好ましくは
３０質量％以下、より更に好ましくは１０質量％以下である。
【００９０】
　シリコーンオイル（Ｋ）は、市販されているものを使用することができる。市販品とし
ては、例えば、東レ・ダウコーニング（株）製の「ＦＺ－２１６０」（側鎖プロピレング
リコール変性ポリジメチルシロキサン）、「ＦＺ－２２０３」（ＡＢｎ型ポリアルキレン
オキシド変性ポリジメチルシロキサン）、信越化学工業（株）製の「ＫＦ－５０－１，０
００」（５％フェニル変性ポリジメチルシロキサン、動粘度（２５℃）：１，０００ｍｍ
２／ｓ）、「Ｘ－２２－４２７２」（両末端プロピレングリコール変性ポリジメチルシロ
キサン）、「ＫＦ－６０２０」（ポリエーテル変性ポリジメチルシロキサン、動粘度（２
５℃）：１８０ｍｍ２／ｓ）等が挙げられる。
【００９１】
［防汚塗料組成物の粘度］
　本発明において、防汚塗料組成物のＢ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度を
Ｖａ、該防汚塗料組成物の極限粘度をＶｂとしたとき、下記式を満たす。
　Ｖａ／Ｖｂ≧１５．０
　ここで、Ｖａは、低シェア時の粘度を意味し、Ｂ型粘度計を使用し、塗料組成物の温度
を２５℃、回転速度６ｒｐｍとして測定する。なお、使用するローターは、塗料組成物の
粘度に応じて、適宜選択すればよい。
　Ｖａは、塗料組成物のレベリング性やタレ性に関係し、塗膜形成工程における塗膜の平
滑化に寄与すると考えられる。
【００９２】
　一方、本発明において、極限粘度は、Ｃａｓｓｏｎの式を用いて外挿により求めた値で
ある。Ｃａｓｓｏｎの式は、以下の式で表される。
【００９３】
【数１】

【００９４】
　ここで、Ｓはせん断応力、Ｄはせん断速度を表す。また、ａ及びｂは定数である。
　Ｃａｓｓｏｎの式は、せん断速度の平方根と、せん断応力の平方根とをプロットすると
、直線関係になることを意味するものである。ここで、傾きａの二乗を極限粘度（残留粘
度ともいう。）、切片ｂの二乗を降伏値という。
　極限粘度は、高せん断時の粘度を表し、スプレー塗装時の塗料の霧化性に関係している
といわれている。
【００９５】
　本発明において、上述したＶａとＶｂとの比（Ｖａ／Ｖｂ）を特定の範囲とすることに
よって、得られる塗膜の気体潤滑効果が向上し、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減効果
を高めることができることを見出したものである。
　前記Ｖａ／Ｖｂは１５．０以上であり、より高い気体潤滑効果を得る観点から、好まし
くは２５．０以上である。また、塗装作業性に優れた塗料組成物を得られる観点から、好
ましくは２０．０以上、より好ましくは４０．０以上である。上限は特に限定されないが
、製造上の観点から、好ましくは３００以下、より好ましくは２００以下である。
【００９６】
　本発明において、Ｖａは、気体潤滑効果の改善能の高い塗膜表面形状を得る観点から、
好ましくは５Ｐａ・ｓ以上であり、また、好ましくは２００Ｐａ・ｓ以下、より好ましく
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は１２０Ｐａ・ｓ以下、更に好ましくは８０Ｐａ・ｓ以下、より更に好ましくは６０Ｐａ
・ｓ以下である。
【００９７】
　本発明において、防汚塗料組成物のＶａ及びＶｂは、塗料組成物の固形分量を変化させ
たり、前述のポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）の含有量や
分子量（数平均分子量若しくは重量平均分子量）を調整したり、前述したタレ止め剤・沈
降防止剤（Ｉ）の含有量を変化させることにより、適宜調整することができる。なお、Ｖ
ａ及びＶｂの調整方法は、これらに限定されるものではない。
【００９８】
［防汚塗料組成物の製造方法］
　本発明の防汚塗料組成物はそれぞれ、公知の一般的な防汚塗料と同様の装置、手段等を
用いて調製することができる。具体的には、加水分解性共重合体（Ａ）を調製した後、こ
の重合体の溶液と、必要に応じてその他の添加剤とを、一度に、又は順次に添加して、撹
拌、混合して調製することができる。
【００９９】
［防汚塗膜、防汚塗膜付き基材及びその製造方法、船舶、並びに摩擦抵抗低減方法］
　本発明の防汚塗膜は前記防汚塗料組成物を乾燥させて得られる。
　また、種々の基材上に、本発明の防汚塗料組成物から形成された防汚塗膜を設けること
で、基材に対して優れた防汚性を付与することができる。また、本発明の防汚塗料組成物
は、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦
低減船舶に用いられることが好ましい。なお、本発明の防汚塗料組成物から形成された防
汚塗膜は、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用す
る摩擦抵抗低減船舶の、船舶外板の没水面の少なくとも一部に形成されていることが好ま
しい。摩擦抵抗低減船舶の船舶外板の没水面に、本発明の防汚塗料組成物から形成された
防汚塗膜を設けることにより、船舶外板に防汚性を付与し、更に、気体潤滑効果を改善す
ることができ、摩擦抵抗が更に低減され、より燃費が向上する。
　なお、本発明の防汚塗膜は、摩擦抵抗低減船舶の船舶外板の没水面の中でも、水面に対
して水平（平行）な平底部分に設けてもよく、また、水面に対して傾斜を有する船底部分
に設けてもよく、特に限定されない。本発明の防汚塗膜は、水中の気泡転がり（滑り）角
が大きいため、水面に対して水平な平底部分にだけではなく、水面に対して傾斜を有する
ような曲がり部に本発明の防汚塗膜を設けた場合であっても、気体潤滑効果を改善するこ
とができる。
【０１００】
　本発明において、摩擦抵抗低減船舶は、少なくとも水中に気体を供給する気体供給装置
を具備する。気体供給装置から水中に供給された気体は、船底の表面を覆うため、船舶外
板と水との間の摩擦抵抗が低減される。なお、供給される気体としては、空気（大気）で
あることが好ましいが、これに限定されるものではない。
　なお、本明細書における「気体潤滑効果」とは、上述の通り、気体供給装置から水中に
供給された気体が、船底の表面を覆うことで、船舶外板と水との間の摩擦抵抗が低減され
る効果である。
【０１０１】
　なお、上述したように、本発明の防汚塗膜を用いて、水中に気体を供給する気体供給装
置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦抵抗低減船舶の気体潤滑機能を向上さ
せることができ、また、水流摩擦抵抗を低減することができる。更に、水面に対して傾斜
を有する船底部分に本発明の防汚塗膜を有する場合であっても、摩擦抵抗低減船舶の水流
摩擦抵抗を低減することができる。
【０１０２】
　また、１ｍ／ｓ以上の動的水流下で７日以上エイジングされた本発明の防汚塗膜は、気
体潤滑機能を利用する摩擦抵抗低減船舶の気体潤滑機能を向上させるものであることが好
ましい。
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　ここで、エイジングされるとは、１ｍ／ｓ以上の動的水流下に７日以上曝されることを
意味し、１ｍ／ｓ以上の速度で７日間以上航行した防汚塗膜が例示される。本発明の防汚
塗膜は、その初期段階のみならず、上述のようにエイジングされた防汚塗膜であっても、
優れた気体潤滑機能向上作用を有することが好ましい。
【０１０３】
　防汚塗膜を形成する方法としては、例えば、本発明の防汚塗料組成物を塗膜や基材上に
塗布した後、乾燥させることにより防汚塗膜を得ることができる。
　本発明の塗料組成物を塗布する方法としては、刷毛、ローラー、及びスプレーを用いる
方法等の公知の方法を挙げることができる。
　前述の方法により塗布した防汚塗料組成物は、例えば、２５℃の条件下、好ましくは０
．５日間以上１４日間以下程度、より好ましくは１日間以上７日間以下程度放置すること
により乾燥し、塗膜を得ることができる。なお、防汚塗料組成物の乾燥にあたっては、加
熱下で送風しながら行ってもよい。
【０１０４】
　防汚塗膜の乾燥後の厚さは、防汚塗膜の更新速度や、使用される期間等に応じて任意に
選択されるが、例えば３０μｍ以上１，０００μｍ以下程度が好ましい。この厚さの塗膜
を製造する方法としては、塗料組成物を１回の塗布当たり、好ましくは１０μｍ以上３０
０μｍ以下、より好ましくは３０μｍ以上２００μｍ以下の厚さで、１回～複数回塗布す
る方法が挙げられる。
【０１０５】
　本発明の防汚塗料組成物付き基材は、前記防汚塗料組成物により形成された防汚塗膜で
基材が被覆されており、前記防汚塗膜を基材上に有するものである。
　本発明の防汚塗料組成物付き基材は、前記のような方法により基材上に前記防汚塗膜を
形成することで製造することができる。
　本発明の防汚塗膜付き基材の製造方法は特に限定されないが、例えば、本発明の防汚塗
料組成物を基材に塗布又は含浸し、塗布体又は含浸体を得る工程（Ｉ）、及び前記塗布体
又は含浸体を乾燥する工程（II）を有する製造方法により得ることができる。
　前記工程（Ｉ）において、塗料組成物を基材に塗布する方法は、前述の塗布方法を採用
することができる。また、含浸させる方法に特に制限はなく、含浸させるのに十分な量の
塗料組成物中に基材を浸すことにより行うことができる。更に、前記塗布体又は含浸体を
乾燥させる方法に特に制限はなく、防汚塗膜を製造する際の方法と同様の方法で乾燥させ
ることができる。
【０１０６】
　また、本発明の防汚塗膜付き基材は、本発明の防汚塗料組成物を乾燥させてなる塗膜を
形成する工程（Ｉ’）、及び前記塗膜を基材に貼付する工程（II’）を有する製造方法に
より得ることもできる。
　工程（Ｉ’）において塗膜を形成する方法に特に制限はなく、防汚塗膜を製造する際の
方法と同様の方法により製造することができる。
　工程（II’）において塗膜を基材に貼付する方法に特に制限はなく、例えば、特開２０
１３－１２９７２４号公報に記載の方法により貼付することができる。
【０１０７】
　本発明の防汚塗料組成物は、船舶、漁業、海洋構造物等の広範な産業分野において、基
材の防汚性を長期間にわたって維持するために利用することができる。そのような基材と
しては、例えば、船舶（コンテナ船、タンカー等の大型鋼鉄船、漁船、ＦＲＰ船、木船、
ヨット等の船体外板、これらの新造船又は修繕船等）、漁業資材（ロープ、漁網、漁具、
浮き子、ブイ等）、メガフロート等の海洋構造物等が挙げられる。これらの中でも、基材
は、船舶、水中構造物、及び漁具よりなる群から選択されることが好ましく、船舶及び水
中構造物よりなる群から選択されることがより好ましく、船舶であることが更に好ましく
、水中に気体を供給する気体供給装置を具備し、水中での気体潤滑機能を利用する摩擦抵
抗低減船舶であることがより更に好ましい。
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　また、本発明の防汚塗料組成物を表面に形成する対象の基材は、防錆剤等のその他の処
理剤により処理された面や、表面にすでにプライマー等の塗膜が形成されているものであ
ってもよく、本発明の防汚塗料組成物が既に塗装されている面に上塗りするものでもよく
、本発明に係る防汚塗膜が直接接する塗膜の種類は特に限定されるものではない。
【実施例】
【０１０８】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はかかる実施例により何
ら制限されるものではない。以下では、特にその趣旨に反しない限り、「部」は質量部の
意味である。
　なお、実施例において用いる各成分の「固形分」とは、各成分に溶剤として含まれる揮
発成分を除いた成分を指し、各成分を１０８℃の熱風乾燥機中で３時間乾燥させて得られ
たものとしてみなす。
【０１０９】
［ポリオルガノシロキサンブロック含有加水分解性共重合体（Ａ）の製造］
＜製造例１：加水分解性共重合体溶液（Ａ－１）の製造＞
　撹拌機、コンデンサー、温度計、滴下装置、窒素導入管、及び加熱冷却ジャケットを備
えた反応容器にキシレン　４３質量部、トリイソプロピルシリルメタクリレート　１０質
量部、ＦＭ－０７１１（ＪＮＣ（株）製、片末端メタクリレート変性オルガノポリシロキ
サン、平均分子量Ｍｎ＝１，０００）　２質量部を仕込み、窒素気流下で８０±５℃の温
度条件下にて加熱撹拌を行った。同温度を保持しつつ滴下装置より、前記反応容器内にト
リイソプロピルシリルメタクリレート　４０質量部、ＦＭ－０７１１（ＪＮＣ（株）製、
片末端メタクリレート変性オルガノポリシロキサン、平均分子量Ｍｎ＝１，０００）　１
８質量部、２－メトキシエチルメタクリレート　２０質量部、メチルメタクリレート　１
０質量部、及び２，２'－アゾビスイソブチロニトリル　１．８質量部からなる混合物を
２時間かけて滴下した。その後、同温度で２時間撹拌を行った後、２，２'－アゾビスイ
ソブチロニトリルを更に０．４質量部を加え、３時間かけて１０５℃まで昇温を行い、キ
シレン　２４質量部を加えて、無色透明の加水分解性共重合体溶液（Ａ－１）を得た。
【０１１０】
＜製造例２：加水分解性共重合体溶液（Ａ－２）の製造＞
　製造例１において使用された単量体混合物の仕込み比及び滴下時に用いる重合開始剤の
種類及び量を表１のように変更したことを除いては、製造例１と同様にして、加水分解性
共重合体溶液（Ａ－２）を調製した。
　使用された単量体混合物の構成、並びに後述の方法により測定した加水分解性共重合体
溶液及びこれらに含まれる共重合体の特性値を表１に示す。
【０１１１】
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【表１】

【０１１２】
　表１中の各成分は以下の通りである。
　＊１　ＦＭ－０７１１：ＪＮＣ（株）製、片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オ
ルガノポリシロキサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝１，０００
【０１１３】
　得られた重合体溶液（Ａ－１）、（Ａ－２）の粘度、それに含まれる重合体の数平均分
子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）の測定方法は以下の通りである。
＜重合体溶液の粘度＞
　重合体溶液の２５℃における粘度は、Ｅ型粘度計（東機産業（株）製）により測定した
。
＜重合体の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）の測定＞
　重合体の数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）を下記条件でＧＰＣ（ゲルパ
ーミエーションクロマトグラフィー）を用いて測定した。
（ＧＰＣ条件）
　装置：「ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」（東ソー（株）製）
　カラム：「ＳｕｐｅｒＨ２０００＋Ｈ４０００」（東ソー（株）製、６ｍｍ（内径）、
各１５ｃｍ（長さ））
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
　流速：０．５００ｍＬ／ｍｉｎ
　検出器：ＲＩ
　カラム恒温槽温度：４０℃
　標準物質：ポリスチレン
　サンプル調製法：各製造例で調製された重合体溶液に少量の塩化カルシウムを加えて
脱水した後、メンブレムフィルターで濾過して得られた濾物をＧＰＣ測定サンプルとした
。
【０１１４】
＜製造例３～５：加水分解性共重合体溶液（Ａ－３）～（Ａ－５）＞
〔製造例Ｍ１：金属エステル基含有単量体混合物の製造〕
　冷却器、温度計、滴下ロート及び撹拌機を備えた四つ口フラスコに、ＰＧＭ（プロピレ
ングリコールモノメチルエーテル）　８５．４部及び酸化亜鉛　４０．７部を仕込み、撹
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拌しながら７５℃に昇温した。続いて、滴下ロートからメタクリル酸　４３．１部、アク
リル酸　３６．１部、水　５部からなる混合物を３時間で等速滴下した。更に、２時間撹
拌した後、ＰＧＭを３６部添加して透明な金属エステル基含有単量体混合物Ｍ１を得た。
固形分は４４．８質量％であった。
【０１１５】
＜製造例３：加水分解性共重合体溶液（Ａ－３）の製造＞
　冷却器、温度計、滴下ロート、及び撹拌機を備えた四つ口フラスコに、ＰＧＭ　１５部
、キシレン　６５部、及びエチルアクリレート　４部を仕込み、撹拌しながら１００℃に
昇温した。続いて、滴下ロートからメチルメタクリレート　３２．３部、エチルアクリレ
ート　１３．９部、ＦＭ－０７１１（商品名、ＪＮＣ（株）製）　４０部、製造例Ｍ１記
載の金属エステル基含有単量体混合物（Ｍ１）　２１．７部、キシレン　１０部、連鎖移
動剤（日本油脂（株）製、ノフマーＭＳＤ（商品名）、α－メチルスチレンダイマー）　
１．２部、ＡＩＢＮ　２．５部、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）（Ａ
ＭＢＮ）　０．８部からなる透明な混合物を６時間で等速滴下した。滴下終了後にｔｅｒ
ｔ－ブチルパーオクトエート　０．５部とキシレン　１０部を３０分で滴下し、更に１時
間３０分撹拌した後キシレンを１０．１部添加して、加熱残分４５．１％、ガードナー粘
度＋Ｕを有する淡黄色透明な加水分解性共重合体溶液（Ａ－３）を得た。
　得られた加水分解性共重合体溶液をＧＰＣ（東ソー（株）製ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ（
商品名）、溶離液：ジメチルホルムアミド）にて分析したところ、加水分解性重合体溶液
（Ａ－３）に含まれる共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は８，８００であった。
【０１１６】
＜製造例４：加水分解性共重合体溶液（Ａ－４）の製造＞
　冷却器、温度計、滴下ロート、及び撹拌機を備えた四つ口フラスコにＰＧＭ　１５部、
キシレン　６５部、及びエチルアクリレート　４部を仕込み、撹拌しながら１００℃に昇
温した。続いて、滴下ロートからメチルメタクリレート　３２．３部、エチルアクリレー
ト　３３．９部、ＦＭ－０７１１（商品名、ＪＮＣ（株）製）　２０部、製造例Ｍ１記載
の金属エステル基含有単量体混合物（Ｍ１）　２１．７部、キシレン　１０部、連鎖移動
剤（日本油脂（株）製、ノフマーＭＳＤ（商品名））　１．２部、ＡＩＢＮ　２．５部、
ＡＭＢＮ　２部からなる透明な混合物を６時間で等速滴下した。滴下終了後にｔｅｒｔ－
ブチルパーオクトエート　０．５部とキシレン　１０部を３０分で滴下し、更に１時間３
０分撹拌した後、キシレンを１０．１部添加して、加熱残分４５．４％、ガードナー粘度
＋Ｖを有する淡黄色透明な加水分解性共重合体溶液（Ａ－４）を得た。
　得られた加水分解性共重合体をＧＰＣ（東ソー（株）製ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ（商品
名）、溶離液：ジメチルホルムアミド）にて分析したところ、加水分解性共重合体溶液（
Ａ－４）に含まれる共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は７，６００であった。
【０１１７】
＜製造例５：加水分解性共重合体溶液（Ａ－５）の製造＞
　冷却器、温度計、滴下ロート、及び撹拌機を備えた四つ口フラスコにＰＧＭ　１５部、
キシレン　５７部、及びエチルアクリレート４部を仕込み、撹拌しながら１００℃に昇温
した。続いて、滴下ロートから製造例Ｍ１記載の金属エステル基含有単量体混合物（Ｍ１
）　４７．５部、メチルメタクリレート　１４．６部、エチルアクリレート　５２．６部
、ｎ－ブチルアクリレート　７．５部、キシレン　１０部、連鎖移動剤（日本油脂（株）
製、ノフマーＭＳＤ（商品名））　１．０部、ＡＩＢＮ　２．５部、ＡＭＢＮ　８．５部
からなる透明な混合物を６時間で等速滴下した。滴下終了後にｔｅｒｔ－ブチルパーオク
トエート　０．５部とキシレン　７部を３０分で滴下し、更に１時間３０分撹拌した後、
キシレンを６．９部添加して、加熱残分４６．４％、ガードナー粘度Ｖを有する透明な加
水分解性共重合体溶液（Ａ－５）を得た。
【０１１８】
　得られた加水分解性共重合体をＧＰＣ（東ソー（株）製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ（商
品名）、溶離液：ジメチルホルムアミド）にて分析したところ、加水分解性共重合体溶液
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　加水分解性共重合体溶液（Ａ－３）～（Ａ－５）の単量体成分の構成を表２にまとめて
示す。
【０１１９】
【表２】

【０１２０】
　表２中の各成分は以下の通りである。
　＊１　ＦＭ－０７１１：ＪＮＣ（株）製、片末端メタクリロイルオキシアルキル変性オ
ルガノポリシロキサン、数平均分子量（Ｍｎ）＝１，０００
【０１２１】
［実施例１～７、及び比較例１～２：防汚塗料組成物及び防汚塗膜の製造］
・配合成分
　防汚塗料組成物に用いた各配合成分を表３に示す。
【０１２２】
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【表３】

【０１２３】
＜防汚塗料組成物の製造＞
　表４に記載された配合（質量部）で、各配合成分を混合撹拌し防汚塗料組成物を得た。
なお、表４に記載された各成分の配合量は、有姿での配合量を示している。例えば、実施
例１において、脂肪酸アマイドの有姿での（全体としての）配合量は３．０質量部であり
、固形分２０％であるので、そのうちの有効成分である脂肪酸アマイド自身の配合量は、
０．６質量部である。
【０１２４】
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【表４】

【０１２５】
－塗料粘度パラメーター－
　塗料粘度パラメーター（Ｖａ／Ｖｂ）は、後述の各方法により前記実施例及び比較例の
防汚塗料組成物の各粘度Ｖａ及びＶｂを測定し、得られた各数値から算出した。



(33) JP 2019-199600 A 2019.11.21

10

20

30

40

50

【０１２６】
－Ｂ型粘度計の回転速度６ｒｐｍで測定された粘度Ｖａの測定－
　前記各防汚塗料組成物の粘度Ｖａ（Ｐａ・ｓ）は、Ｂ型粘度計（東機産業（株）製、型
式：ＢII型粘度計）を用い、塗料組成物の温度２５℃、回転速度６ｒｐｍにおける塗料粘
度を、４号ローターを使用して測定した。本試験では、４号ローターを使用したが、塗料
組成物の粘度に応じた任意のローターを使用することができる。
【０１２７】
－極限粘度Ｖｂの測定－
　前記各防汚塗料組成物の極限粘度Ｖｂ（Ｐａ・ｓ）は、レオメーター（ＴＡ　Ｉｎｓｔ
ｒｕｍｅｎｔｓ社製）を用い、塗料組成物の温度２５℃における各せん断速度に対する各
塗料組成物のせん断応力を測定し、「ＣＡＳＳＯＮの式」から算出した。
【０１２８】
－気体潤滑効果試験用の試験板作製－
　ステンレス（ＳＵＳ３１６Ｌ）製の試験板（縦７００ｍｍ×横１００ｍｍ×厚み５．５
ｍｍ）に、エポキシ系防錆塗料（商品名「エピコンＢ－１００プライマー」、中国塗料（
株）製）を乾燥膜厚が約５０μｍとなるように塗布した。その上に、エポキシ系バインダ
ー塗料（商品名「バンノー１５００ＳＺ」、中国塗料（株）製）を乾燥膜厚が約１００μ
ｍとなるように塗布した。更にその上に、前記実施例及び比較例の各防汚塗料組成物を乾
燥膜厚が約１５０μｍとなるように１回塗布し、２５℃条件下で７日間乾燥させ防汚塗膜
付き試験板を作製した。
　その後、海水の換水装置、温度調整装置及び中央に動的水流を発生させる回転体を備え
た円筒水槽の内壁面に上記各防汚塗膜付き試験板を設置し、試験塗膜の表面が１ｍ／ｓ以
上の水流を受けるようにして２５℃の海水中にて７日間エイジングを行ない、気体潤滑効
果試験用の試験板を作製した。なお、前記の３回の塗装は１日当たり１回のペースで行っ
た。
【０１２９】
－気体潤滑効果試験－
　貯水タンクから、水流ポンプ、水流量計、水温計、整流部、縮流部、空気導入部、壁面
の一面に試験板の設置面と、該試験板の前後部の差圧計測装置を備えた試験部を有し、上
述の各部の順に水が流れ、貯水タンクへと戻る水流路で構成される回流水槽を用いて試験
した。前述の防汚塗膜付き試験板を試験部に設置し、３ｍ／ｓ及び５ｍ／ｓの各流速条件
となるように水流ポンプを稼働させ、空気導入部から空気を導入した時、並びに空気を導
入しない時の差圧、水流量、水温を取得することで、該試験板表面の摩擦係数（水流摩擦
抵抗）を測定した。空気の導入の有無による２種の測定条件からそれぞれ得られた摩擦係
数の値より、下記計算式１を基に気体潤滑効果を評価した。なお、空気導入部から導入す
る空気は、試験板表面に沿って平均化した場合に、気泡の高さが試験面板表面から約３ｍ
ｍとなる量に制御して導入した。
　無塗装の平滑なアルミ製試験板（比較板）を試験部に設置し、上記各試験板の測定と同
様にして比較板の気体潤滑効果を評価した。得られた比較板の気体潤滑効果を基準として
下記計算式２により得られる増減率（％）を気体潤滑効果改善率として算出し、表４に示
した。例えば、比較板で１０％の気体潤滑効果が得られ、実施例の試験板で１５％の気体
潤滑効果が得られた場合、＋５０％の値となる。表４に示した結果から明らかなように、
本発明の防汚塗料組成物より形成された防汚塗膜は、気体潤滑効果を改善することができ
る。すなわち、本発明の防汚塗膜は、気体潤滑法を利用した摩擦抵抗低減船舶に適用する
ことで、その摩擦抵抗低減効果を高めることができる。
（計算式１）
　{１－（空気を導入した場合の摩擦係数値／空気を導入しない場合の摩擦係数値）}×１
００
（計算式２）
　{（各試験板の気体潤滑効果／比較板の気体潤滑効果）－１}×１００
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【０１３０】
－水中気泡転がり（滑り）角の測定－
　塩化ビニル製の試験板（縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ×厚み２０ｍｍ）に前記実施例及び比
較例の各防汚塗料組成物を乾燥膜厚が約１５０μｍとなるように１回塗布し、２５℃条件
下で７日間乾燥させて、水中気泡転がり（滑り）角測定用の試験板を作製した。
　該試験板を海水中で塗膜表面が約１５ノット（約７．７ｍ／ｓ）となる速度で回転する
円筒装置に設置し、７日間動的浸漬を行った後、以下のようにしてエイジング後の水中気
泡転がり（滑り）角を測定した。
　前記各試験板の塗膜表面が水平、かつ試験板の下方となるように水中に設置し、０．０
２ｍＬの空気を水中に注入して該塗膜表面に気泡を１つ形成する。その後、塗膜面を水平
面に対する角度を１度ずつ傾け、気泡が移動し始めた角度を水中気泡転がり（滑り）角と
して測定した。
　得られた結果を表４に示した。これらの結果から明らかなように、本発明の防汚塗膜は
、特に水中に浸漬されると水中気泡転がり（滑り）角が高くなり、すなわち塗膜表面に接
触する気泡との付着力の向上、及び傾きがある場合でも塗膜表面に気泡を保持しやすい特
性が得られる。
【０１３１】
－防汚性試験－
　サンドブラスト処理鋼板（縦２００ｍｍ×横１００ｍｍ×厚み２．３ｍｍ）に、エポキ
シ系防錆塗料（商品名「バンノー５００」、中国塗料（株）製）を乾燥膜厚が約１００μ
ｍとなるように塗布した。その上に、エポキシ系バインダー塗料（商品名「バンノー１５
００ＳＺ」、中国塗料（株）製）を乾燥膜厚が約１００μｍとなるように塗布した。更に
その上に、前記実施例及び比較例の各防汚塗料組成物を乾燥膜厚が約１５０μｍとなるよ
うに１回塗布し、２５℃条件下で７日間乾燥させて、防汚性試験用の試験板を作製した。
なお、前記３回の塗装は１日当たり１回のペースで行った。
　このように作製した各防汚試験板を、広島湾内にて水面下約０．５メートルの位置で、
試験面の表面が約１５ノット（約７．７ｍ／ｓ）となる速度で回転する円筒に取り付けて
浸漬した。本条件での浸漬を開始してから６ヵ月後及び１２ヶ月後に、防汚塗膜上の水生
生物の付着面積を測定し、下記〔防汚性評価基準〕に従って、防汚塗膜の防汚性能を評価
した。その結果を表４に示す。これらの結果から明らかなように、本発明の防汚塗膜は良
好な防汚性を有する。
（防汚性評価基準）
　　５：試験面において水生生物に占有されている合計面積が全体の１％未満
　　４：同上面積が全体の１％以上１０％未満
　　３：同上面積が全体の１０％以上３０％未満
　　２：同上面積が全体の３０％以上７０％未満
　　１：同上面積が全体の７０％以上
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